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ChatGPT 4o 

共有する 

 

あなた: 

企業知財人材に必要な実務教育のあり方と方法のアップデート - YouTube.docx 

ドキュメント 

要約してください。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

要約：「企業知財人材に必要な実務教育のあり方と方法のアップデート」 

このセミナーは、知的財産（IP）分野での人材教育の課題と解決策を紹介し、企業や特許

事務所で働く人材に求められるスキルの体系的な学習方法について議論しました。 

 

1. 課題：OJT の限界と属人的教育 

• 現在の教育は OJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）に依存し、属人的で非効率的で

ある。 

• 教育担当者の生産性が低下し、標準化された教育が不足。 

2. 新しい教育のアプローチ 

• オンボード IP プログラム：e ラーニングプラットフォームを活用し、企業と特許事務

所の双方で使える標準的な教育を提供。 

• 3 つの特徴： 

1. 汎用性：さまざまな人材（新卒、転職者、研究開発者）に対応。 

2. 実践力：動画とワークシートを組み合わせ、実務スキルの定着を目指す。 

3. 組織的導入の利便性：会社単位での導入が容易で、進捗をモニタリング可

能。 

3. 学習コンテンツの例 

• 特許ポートフォリオの形成：事業戦略に基づき、特許の活用を学習。 

• 定食性判定：侵害や新規性の判断を行うスキルを演習形式で学ぶ。 

• IP ランドスケープ：検索式の作成から特許調査までを学ぶ。 

4. 事業目線での教育の重要性 
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• 知財教育は事業や研究開発の成功に貢献する視点から行う必要がある。 

• 企業や R&D の担当者が参加することで、IP 人材と事業開発人材の間での共通言

語の確立を目指す。 

5. 今後の展開 

• オンボード IP サービス：10 月 1 日にリリースされた新サービス。企業の需要に応

じて柔軟に拡張可能な e ラーニングプラットフォーム。 

• 将来的には、教育コンテンツを追加し、実務ゼミのラインナップを拡大する予定。 

6. まとめ 

このプログラムは、IP 人材と事業人材をつなぐ教育を推進し、知財を活用した企業戦略の

強化を目指しています。教育の標準化と実務の結びつきにより、効果的なスキル習得を

促進します。 

 

以上がセミナーの要点です。質問があればお知らせください。 

4o 

あなた: 

1. 課題：OJT の限界と属人的教育、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

課題：OJT の限界と属人的教育 

1. OJT 依存の問題点 

• **OJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）**は、職場での実務を通して上司や先輩が

新入社員を指導する形態に依存していますが、以下の問題が指摘されています： 

o 教育の属人性：教育の成果が、担当者と受講者の相性や指導者のスキル

に大きく依存する。 

o 教育の非標準化：体系立てたカリキュラムが整備されていないため、学習

内容がバラバラで一貫性に欠ける。 

2. 教育担当者への負担 

• 教育担当者の負荷：OJT 担当者が通常の業務と教育の両方を担うため、指導に

十分な時間を割けない。結果として教育の質が低下する。 



 3 / 13 
 

• 新人の独立が遅れる：専門的な知識を伴う実務の習得には時間がかかるため、

早期の自立が困難。 

• 専門分野の多様性への対応不足：企業の業務や技術分野によって必要なスキル

が異なるため、1 対 1 の OJT ではすべての必要な知識をカバーすることが難し

い。 

3. OJT による教育の限界 

• 知識伝達の不確実性：その場の業務に応じた即興的な指導では、体系的な学習

が困難。学ぶべき内容が抜け落ちるリスクがある。 

• 経験依存の学習：教育が経験の積み重ねに頼るため、体系的な理解が深まりにく

い。結果として、新しい状況に対処する柔軟性が身に付きにくい。 

4. 属人的教育からの脱却の必要性 

• 相性の影響：OJT の成功は、担当者と受講者の相性に左右されるため、成果が不

安定になる。組織として再現性のある教育を行うための新しいアプローチが求めら

れている。 

• 人材の流動性への対応不足：教育担当者が異動や退職した場合、教育が途絶え

やすく、継続的な学習が難しくなる。 

5. 属人的教育の具体的な問題点 

• 教える側と教わる側の負担：OJT では指導者側にも学ぶ側にもストレスが生じや

すく、特に新人が専門的な内容を理解するのが困難。新人が専門的なマニュアル

を読んでも理解できず、双方の負担が増すことが多い。 

• 即興的な教育の限界：OJT では、教育の質が指導者の個人的な能力に依存しが

ちで、教育が断続的になりがち。 

 

解決策の提案 

これらの課題に対処するため、セミナーでは標準化された e ラーニングの導入が推奨さ

れました。これにより、以下の効果を期待しています： 

1. 教育の一貫性：カリキュラムが体系立てられ、どの指導者のもとでも同じ教育を受

けられる。 

2. 進捗の可視化：教育の進捗がデジタルで管理できるため、必要なタイミングでのフ

ォローが可能。 

3. 負担の分散：指導者の業務負担を軽減し、学習者が自主的に学べる環境を提供。 

このように、OJT の限界を克服するためには、属人的な教育から脱却し、標準化とデジタ

ル化による教育の再構築が不可欠であると述べています。 
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4o 

あなた: 

2. 新しい教育のアプローチ、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

新しい教育のアプローチ 

1. e ラーニングを活用した標準化教育の導入 

新しい教育アプローチの核となるのが、**e ラーニングプラットフォーム「オンボード IP」**

の導入です。企業の知財（IP）人材だけでなく、特許事務所や R&D 部門の人材も対象と

し、標準化された教育を提供することを目指しています。 

2. アプローチの 3 つの特徴 

1. 汎用性の高い教育設計 

o 多様な学習者層に対応：新卒社員、転職者、研究開発者など、さまざまな

バックグラウンドを持つ人材がアクセス可能。 

o 職務や組織の垣根を越えたスキル学習：企業知財と特許事務所の双方に

有用なスキルセットを提供。これにより、研究開発部門や事業開発（ビズデ

ブ）担当者とも共通言語でコミュニケーションできる基盤を構築。 

o ジョブチェンジに対応：例えば、研究開発者から知財担当者に転向する人

材や、特許事務所から企業に転職する人材にも対応できるよう、柔軟なカ

リキュラムが組まれています。 

2. 実務スキルに直結するコンテンツ提供 

o 事例演習を重視：学習者が手を動かして実務をシミュレーションできるよう、

具体的なケースを用いた演習を用意。 

 特許ポートフォリオ形成：事業戦略に基づく特許群の構築方法を学

習。 

 定食性（重複性）判定：新規性や侵害性の判断方法を学ぶ。 

 検索式の作成：特許データベースの検索スキルを習得し、IP ランド

スケープを活用する方法を学ぶ。 

o 演習＋動画学習の併用：学習者はワークシートを使用し、動画内の解説に

従って課題を解決することで、実践的なスキルを身に付けます。 

3. 組織的導入の利便性と管理性 

o 進捗のモニタリング：教育担当者は学習者の進捗を把握し、学習状況に応

じたフォローアップが可能。たとえば「この業務に必要な動画を先に見てく

ださい」といった指示ができるようになります。 



 5 / 13 
 

o 柔軟な ID 管理：企業の成長や人員の変動に合わせ、ID の増減が柔軟に

行えます。たとえば、新たに知財担当者を雇用した場合や、新プロジェクト

での必要性が生じた場合でも、即時に教育環境を提供可能です。 

o 年間サブスクリプションモデル：動画コンテンツは年間を通じて見放題であ

り、教育内容を必要なタイミングで柔軟に提供できます。 

 

3. 「オンボード IP」：具体的な教育コンテンツとプログラム 

• 青のサムネイルシリーズ： 

o 特許ポートフォリオ形成編：事業や技術のライフサイクルに応じて、特許を

どのタイミングで申請・活用するか学びます。 

o クリアランス編：他社の特許を調査し、自社製品が侵害しないことを確認す

る方法。 

o 特許出願・権利化実務編：特許を実際に出願する手順や書類の作成を学

びます。 

• ゼミ形式の実務演習： 

o 発明の言語化：特許文書を読み解き、適切な表現で自社技術を記述するト

レーニング。 

o 定食性判定ゼミ：特許の重複性や新規性を評価し、他社の特許との相違を

見つけるスキルを養います。 

o 商標の判定：ブランド戦略を支える商標の理解とその権利化の方法を学び

ます。 

 

4. 教育効果を高めるための要素 

1. 共通言語の確立 

o IP 部門と研究開発部門が連携し、共通のフレームワークを用いることで、

協業を促進します。 

2. 実務の標準化と習得の迅速化 

o e ラーニングを通じて、短期間でコアスキルを習得し、即戦力となる人材を

育成します。 

3. コンテンツの進化と拡充 

o 毎年、最新のトピックを反映したゼミを追加し、プラットフォームを拡張する

予定です。 

 

5. まとめ：新しいアプローチの価値 
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新しい教育アプローチの中心は、OJT の限界を補完し、属人的な教育から脱却すること

です。e ラーニングを活用することで、どの学習者も一貫した教育を受けられるようにし、

教育の再現性と効率性を高めています。 

また、企業と特許事務所の両方で利用できる教育システムを提供することで、部門間のシ

ナジーを創出し、知財を活用した事業戦略の強化を目指しています。この新しいアプロー

チは、知財業務の未来を見据えた柔軟かつ持続的な人材育成を可能にします。 

4o 

あなた: 

3. 学習コンテンツの例、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

学習コンテンツの例 

セミナーで紹介された**「オンボード IP」**の学習コンテンツは、企業の知財業務や特許

事務所の実務に直結する内容です。これらのコンテンツは、理論だけでなく、実践的なス

キルを身に付けるための演習も重視しています。以下、具体的な内容を詳しく解説しま

す。 

 

1. 特許ポートフォリオ形成編 

• 概要：事業戦略に基づいて特許をどのように組み立てて保護・活用するかを学ぶ

コンテンツです。 

• 具体的なテーマ： 

1. 技術視点でのポートフォリオ： 

 複数の技術分野にまたがる特許を、どのようにバランスよく取得す

るか学習します。 

2. 時間軸での管理： 

 特許のライフサイクル（20 年間）を考慮し、事業戦略と連携した特許

の申請タイミングを管理する手法。 

3. グローバル展開の視点： 

 特許権が国ごとに管理されるため、どの市場で特許を取得すべき

か、また外国出願の戦略を学びます。 

 

2. クリアランス（特許侵害調査）編 
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• 概要：自社製品が他社の特許を侵害していないかを調査するためのクリアランス

を学習します。 

• 具体的な演習： 

o 特許文献を検索し、自社の技術と照らし合わせて侵害リスクを評価するプ

ロセスを演習。 

o 侵害を回避するための代替設計（デザインアラウンド）の立案。 

 

3. 特許出願・権利化実務編 

• 概要：特許出願から権利取得までの流れを解説するコンテンツです。 

• 主な内容： 

o 出願書類の作成と提出の手順。 

o 出願後の審査対応や中間処理の進め方（拒絶理由への応答、補正など）。 

o 特許事務所との連携における留意点。 

 

4. ゼミ形式での実務演習 

1. 発明の言語化 

o 概要：発明を適切な形で言語化し、特許明細書に記載するスキルを養いま

す。 

o 演習内容： 

 特許公報を読み、発明を的確に表現する方法を学ぶ。 

 適切なクレーム（請求項）の構造を理解し、技術のポイントを漏れな

く記載する。 

2. 定食性（重複性）判定ゼミ 

o 概要：特許の新規性や他社特許との重複性を判断するスキルを学びます。 

o 演習内容： 

 新規性を評価するための比較技術の調査方法。 

 他社特許との違いを見つけ、侵害のリスクを回避する方法を学ぶ。 

3. 検索式作成ゼミ 

o 概要：特許情報を効率的に検索するための検索式の作成方法を学びま

す。 

o 演習内容： 

 特許データベースでの検索式の作成。 

 IP ランドスケープ分析の基礎を学び、競合他社の技術動向を把握

する方法。 

4. 商標判定ゼミ 

o 概要：商標権の取得・運用方法を理解し、ブランド戦略に活かすためのス

キルを提供します。 
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o 演習内容： 

 自社製品のブランド名が他社商標と競合するかどうかを判断。 

 商標の登録・運用方法についての基礎知識。 

 

5. 実践的なワークシートと動画の活用 

• ワークシート演習：動画に沿って課題に取り組むためのワークシートが提供され、

学習者は手を動かしながら実践力を身に付けます。 

• 動画内のタイムチャレンジ：10 分間で課題に取り組むなどの時間制限を設け、実

践的な思考を促します。 

• 模範解答の提示：動画内で模範解答が示され、自身の回答と比較しながら理解を

深めます。 

 

6. IP ランドスケープの活用 

• 概要：IP ランドスケープの基本スキルを学び、企業の技術戦略や競争優位性を高

める方法を習得します。 

• 具体例： 

o 競合他社の特許動向を分析し、自社の技術開発の方向性を決定。 

o 取得済み特許をどのように活用するかの計画を立案。 

 

7. e ラーニングの進化と拡張 

• 柔軟な ID 管理：学習者ごとに ID が付与され、進捗を可視化。必要なタイミングで

の学習が可能です。 

• 新コンテンツの随時追加：業界の変化に応じて新しいゼミが企画され、プラットフォ

ームに追加されます。 

 

8. まとめ：コンテンツの価値 

「オンボード IP」のコンテンツは、知識と実践の両方をバランスよく提供し、学習者が即戦

力として活躍できるよう設計されています。また、企業と特許事務所の双方で役立つ内容

が含まれており、共通言語を確立し、部門間の協業を促進することを目指しています。 

4o 

あなた: 
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4. 事業目線での教育の重要性、を詳しく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

事業目線での教育の重要性 

セミナーでは、知財教育を単なる専門知識の習得に留めず、事業開発や研究開発と一体

化させる重要性が強調されました。知財（IP）部門の役割は、事業の競争力を高め、開発

の成功を支えるものであり、部門間の連携が欠かせません。以下、具体的なポイントを詳

しく解説します。 

 

1. 事業・研究開発と知財の連携の必要性 

• 知財は事業の一部： 

o 知財部門の最終目的は、特許や商標を取得することではなく、事業目標を

支援し、競争優位性を確立することにあります。 

o 研究開発（R&D）や事業開発（BizDev）と知財の連携を促進することで、知

財戦略を効果的に機能させます。 

• 事業計画の初期段階からの知財支援： 

o 計画段階からの関与：知財が事業や技術計画の初期に組み込まれること

で、スムーズな出願・権利化が可能になります。 

o バックキャスティング手法：事業目標から逆算して、必要な技術や特許を特

定し、それに基づいて戦略を構築します。 

 

2. 部門間の共通言語の重要性 

• 異なる部門間での共通理解： 

o 知財部門は、R&D、BizDev、製造部門、特許事務所などの多岐にわたる部

門と連携する必要があります。そのため、共通のフレームワークや言語を

用いたコミュニケーションが重要です。 

o 例えば、開発チームが特許戦略の重要性を理解していれば、特許出願に

必要なデータをスムーズに提供できます。 

• ドキュメンテーションの重要性： 

o 知財業務は最終的にドキュメントで成果を表現するため、各部門が必要な

情報を提供し合うことが重要です。これにより、迅速な権利化や他社との競

争優位が実現します。 
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3. 知財教育の再構築の必要性 

• 専門スキルの枠を超えた教育： 

o 知財部門だけでなく、研究開発部門や事業部門向けにも知財教育を提供

し、部門全体で知財の価値を理解させます。 

o BizDev や R&D 向け教育：特許や商標の基本概念を事業の文脈で学ぶこ

とで、知財部門とスムーズに協力できるようにします。 

• ケーススタディを活用した実践教育： 

o 事例ベースの教育を通じて、各部門が直面する具体的な課題に即した解

決策を学びます。これにより、学習者は即戦力として活躍できるようになり

ます。 

 

4. 知財戦略の効果的な活用 

• 自社特許と他社特許のバランス： 

o 攻めと守りの戦略：自社の特許を活用するだけでなく、他社特許の分析を

通じて事業を優位に進めます。 

o クリアランス活動：事業開発段階で他社特許を調査し、侵害リスクを回避す

る戦略も重要です。 

• 新技術開発との相乗効果： 

o 新技術を生み出す際に、特許情報を活用することで、競争力のある製品開

発を促進します。これにより、特許が単なる防御手段ではなく、事業の成長

を後押しするツールとなります。 

 

5. 教育のアプローチと実践の調和 

• 初期教育からの実践的アプローチ： 

o 業務の具体例を用いて初期段階から実務的な教育を行うことで、教育と実

践のギャップを縮小します。 

o R&D や BizDev 担当者も初期段階で知財に触れ、実際の業務で知財を活

用する力を養います。 

• 多様な学習プラットフォームの活用： 

o e ラーニングの活用：時間や場所に縛られず、各自のペースで学べる環境

を提供。 

o ゼミ形式の実務教育：演習を通じて、特定のスキルや業務プロセスを深く

理解します。 

 

6. まとめ：知財教育の理想的な形 
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• 知財部門と事業部門のシナジーの創出： 

o 知財教育を事業目線で行うことで、各部門が協力し合い、企業全体の競争

力を向上させます。 

• 部門横断的な知識の共有： 

o 企業内外の人材が共通のフレームワークで教育を受けることで、業務の円

滑な遂行が可能になります。 

• 事業成果を最大化する教育： 

o 知財が単なるコストセンターではなく、事業戦略の中核として機能するよう

に教育を再構築することが不可欠です。 

 

このように、「オンボード IP」では、知財の専門知識を事業開発や研究開発の文脈に組み

込み、部門間の協力体制を強化することを目指しています。これにより、知財教育が企業

の成長と競争力の向上に直接結びつくような新しい教育の在り方を実現します。 

4o 

あなた: 

5. 今後の展開、をくわしく 

ChatGPT: 

ChatGPT 

5. 今後の展開 

セミナーでは、知財教育の標準化を促進しつつ、e ラーニングを活用したプラットフォーム

「オンボード IP」のさらなる展開について具体的な方針が示されました。教育内容の拡充

と業界全体での活用促進が、今後の重要な目標です。 

 

1. 「オンボード IP」の新サービス展開 

• 2024 年 10 月 1 日にリリース開始 

新サービスとして「オンボード IP」を公開。企業と特許事務所双方に対応できる統

合型教育システムで、R&D、BizDev（事業開発）部門との協業を促進する教育プラ

ットフォームです。 

• 全動画ラインナップの年額利用プラン 

o 全ての教育コンテンツが見放題のサブスクリプション形式。 

o ID の増減が柔軟に対応可能で、教育環境の導入や管理が容易。 
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2. コンテンツの拡張計画 

• 新しいゼミと教育プログラムの追加 

o 企業のニーズや市場の変化に応じて、毎年新しいゼミや教育コンテンツを

追加予定。 

o ブランド戦略や新興技術に対応したゼミを企画し、より実務的な教育に対

応します。 

• 時代に合わせたコンテンツの進化 

o 知財分野の最新のトレンドや判例の動向を反映し、教育内容をアップデー

ト。 

o ユーザーからのフィードバックやアンケートを取り入れ、新しい学習ニーズ

に対応します。 

 

3. プラットフォームの柔軟な運用 

• ID 管理の柔軟性 

o 教育ニーズが発生した瞬間に対応できるよう、ID を即時発行・引き継ぎ可

能。例えば、事業拡大やプロジェクト開始時に、必要なスキルを持った人材

の育成が迅速に行えます。 

• 従業員の学習進捗のモニタリング 

o 各学習者の視聴履歴や学習時間をモニタリングでき、教育担当者が効果

的な指導を実施可能。 

 

4. e ラーニングの導入促進と企業向けサポート 

• 企業対企業の導入支援 

o 教育コンテンツの導入を企業単位で進め、各社の組織戦略に合わせたカ

スタマイズも可能。 

o 契約と支払いのシンプル化：企業ごとの ID 発行、管理、請求のプロセスを

一元化。 

• プレミアム ID の導入特典 

o リリース初年度には、早期導入特典としてプレミアム ID プランを提供。これ

により、コンテンツが増えた場合でも、追加費用なしで更新可能。 

 

5. 業界全体での教育普及を目指す 

• 業界横断的な教育連携 
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o 企業知財部門、特許事務所、R&D 部門間の共通言語の確立を推進し、業

界全体のスキルアップを図ります。 

• パートナー企業との協力 

o 今後、他の教育機関や業界団体とも連携し、最新の教育コンテンツを提供

していく予定です。 

 

6. 「オンボード IP」のビジョン 

• 長期的な教育の進化 

o 知財教育を単なるスキル習得ではなく、企業戦略の中心に据える教育モデ

ルとして位置づけます。 

o 教育の標準化と同時に、各企業や個人が独自の強みを伸ばせるカスタマ

イズ型の学習環境を目指します。 

• 持続的な教育プラットフォームの構築 

o 業界ニーズや技術革新に合わせて教育プラットフォームを持続的にアップ

デート。新しいコンテンツを常に追加することで、常に最新のスキルと知識

が得られる仕組みを維持します。 

 

7. まとめ：今後の展望 

「オンボード IP」は、柔軟で持続可能な教育プラットフォームを目指し、今後も新しいゼミや

コンテンツを拡充していきます。 

• 教育を通じた企業価値の向上を目指し、業界全体に広がる教育モデルの確立を

進めます。 

• 教育担当者や学習者の負担を軽減し、即戦力として活躍できる人材の育成を支

援します。 

このように、今後の展開では、「オンボード IP」を軸に最新の知財教育を提供し続けること

が目標です。業界の変化に適応し、企業全体の成長と競争力向上を支える教育インフラ

を構築していきます。 

4o 
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